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起案用紙（委員会記録伺） 
（１号） 
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記     録 

令和６年12月定例会において、継続調査となった所管事項の調査のため委員会を開催しました。 

その概要については以下のとおりです。 
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■委員長挨拶により開会。 

 

■所管事項調査ア「令和６年度 住民と議会との懇談会における意見について」、子育て支援課から説明

を受け、調査を行った。 

 

●初めに、学童保育の待機状況について、子育て支援課から説明を受け、調査を行った。 

【説明：濱田子育て支援課長補佐】 

東山小学校児童を対象とした学童保育なかよし学級は、現在３教室、定員98人で運営しているが、令

和７年度利用意向調査の結果、26人の待機が生じている。待機人数が多く、現在の学童施設の運用改善

では対応できないことから、当課としては、東山小学校敷地内に所在する旧学童保育施設の改修対応が

必要と考えている。当該施設は東山小学校改築工事に係る物品の一時保管場所として使用されており、

令和７年秋以降まで改修工事に着手できないことから、令和７年度中の運用開始は困難となっている。

そのため、令和８年度の学童保育の利用希望申込から同年度の受入児童数を定め、令和８年４月からの

増級に向けて整備事業を進めていくことを想定しているが、整備が間に合わない場合、学校との調整の

もと、一時的に学校施設の利用を検討する必要があると考えている。整備方針については、今後、庁内

で調整のうえ決定していく。 

 

【質疑：前田副委員長】 

市内の他の学校における学童保育の待機状況を教えてほしい。 

 

【答弁：濱田子育て支援課長補佐】 

中村小学校で６人、具同小学校で 16 人、東中筋小学校で４人の待機者が見込まれており、市全体の

待機者数は東山小学校を含めて 50人以上となっている。 

 

【質疑：前田副委員長】 

 学童保育の利用対象は小学校３年生頃までと伺っているが、現状、多くの利用待機者がいる。中村

小学校等における利用待機が今後も続いていく場合、どのような対応を考えているのか。 

 

【答弁：濱田子育て支援課長補佐】 

 先ほど、東山小学校における待機者について、旧学童保育施設を活用した対応を紹介させていただ

いたが、その他の小学校においては学童保育として利用可能な資源が無く、待機児童の解消のために

は施設の建て替え、若しくは新設が必要となるため、慎重に検討する必要がある。 

 

【質疑：谷田委員長】 

国も子育て支援の充実を図っている。補助金等の活用も検討してほしい。 

 

【答弁：濱田子育て支援課長補佐】 

学童保育については、国の助成制度も充実しており、東山小学校の旧学童保育施設の改修についても

補助金を活用することで一般財源からの持出しをかなり減額できると見込んでいる。 

 

【質疑：松浦委員】 

 学童保育の利用希望者の内、利用の可否はどのような情報から判断しているのか。 

 

【答弁：濱田子育て支援課長補佐】 

 学童保育利用の可否は、障害の有無、学年（低学年を優先）、ひとり親世帯であるか、親が留守となる

日数、通学距離（長距離を優先）の順番で情報を比較して判断している。 

 

※他に質疑なく終了。 

 

●次に、報告事項ア「四万十市こども計画の策定について」子育て支援課から報告を受けた。 

【説明：濱田子育て支援課長補佐】 
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令和２年に策定した「子ども・子育て支援事業計画」が令和６年度で計画期間満了となるため、これ

までの取組と成果の分析を行い、子どもを中心に据えるべく施策体系を見直した「四万十市こども計画」

を策定している。当該計画は「子ども・子育て支援事業計画」に法定必須計画である「子ども・若者計

画」、「子どもの貧困対策推進計画」、「次世代育成支援行動計画」と、厚生労働省通知とこども家庭庁通

知に基づく「母子保健計画」と「放課後児童対策パッケージ行動計画」を包含したものとなっており、

現在パブリックコメントを実施している。 

計画の基本理念を「大きく咲かそう こどもの笑顔」としており、基本目標として「こども・若者の権

利の保障」、「ライフステージを通した切れ目ない支援」、「こどもの健やかな育ちへの支援」、「子育て当

事者への支援」、「若者のウェルビーイングの実現への支援」の５項目を定めている。 

計画の推進にあたっては、各施策に示した事業ごとに評価指標を設定し、年度ごとの実施状況を把握

していくほか、子育て支援課が中心となって関係課が連携して施策に取り組む体制の整備に努めていく。 

 

【質疑：山崎委員】 

 基本目標にある「ウェルビーイング」の意味を教えてもらいたい。 

 

【答弁：濱田子育て支援課長】 

 国による定義として、「身体的、精神的、社会的に将来にわたって幸せな状態」を意味している。 

 

【質疑：川村委員】 

 計画策定にあたって実施したニーズ調査について、子育て世帯の保護者を対象とした「子育て支援に

関するニーズ調査」の回収率が71.7％であるのに対し、「高校生へのニーズ調査」は回収率が37.6％とな

っている。高校生へのニーズ調査の回収率が低かった要因は何か。 

 

【答弁：子育て支援課 阿部企画係長】 

 高校生へのニーズ調査においては、住民基本台帳に記載されている住所に調査票を送付したが、住民

票を四万十市に残したまま市外に出ている方が一定数いたことが要因と考えられる。課としても、SNS

を活用した回答の呼びかけと、中村高等学校、幡多農業高等学校、宿毛工業高等学校に対して回答協力

の呼びかけを行ったが、回収率が伸び悩んだ。今後の意見徴収においては、今回の反省点を踏まえて改

善を図っていく。 

 

※他に質疑なく終了。 

 

●次に、報告事項イ「下田保育所の今後について」子育て支援課から報告を受けた。 

【説明：濱田子育て支援課長補佐】 

令和７年１月20日の政策会議において、旧下田中学校の利活用に係る方針として、下田保育所の移転

は行わず、下田小学校のみを移転することが決定され、２月３日の総務常任委員会において、遊休施設

の利活用を所管する企画広報課から市議会に報告を行ったところである。保育所を所管する当課からは、

下田保育所の利用量調査と当該保育所に関する今後の取組について報告させていただく。下田保育所の

利用量調査を実施したところ、令和７年度が７人、令和８年度が６人、令和９年度が３人との調査結果

であったが、１月６日時点における令和７年度の利用申込申請数が６人となり、利用量調査より１人少

ない状況となった。これにより、令和９年度における利用者の見込数が２人となり、将来的に運営が困

難となる水準まで小規模化する見込みとなった。今回の調査結果については、旧下田中学校の利活用方

針変更と合わせて２月17日に保護者への説明を行う予定となっており、実際の利用者数が確定する新年

度においても、ＰＴＡ総会等の保護者が集まる機会を利用して下田保育所の今後の在り方について話し

合いの場を設けていく。 

 

【質疑：川渕委員】 

 当初の推計では、令和11年度において10人の利用が見込まれており、利活用検討委員会でもこの推計

を基に高台移転を検討してきたと思うが、実際に利用量を調査した結果、利用者数が少なく保育所の移

転が無くなった。保育所の高台移転を決定した際には、子どもの命を最優先するという考えのもと移転

を判断したと認識しているが、政策会議においてはこの考え方を踏まえたうえで方針を変更したのか。 
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【答弁：濱田子育て支援課長補佐】 

 高台移転の方針の変更については、企画広報課が所管しており、総務常任委員会における所管事項と

なるため、この場での回答は差し控えさせていただく。 

 

【質疑：川渕委員】 

 政策会議において、子どもの命を優先することについて検討されたのか教えてもらいたい。 

 

【答弁：濱田子育て支援課長補佐】 

 高台移転の検討においては、危険だから高台に移転するということではなく、高台に移転すればより

安全となる、との考えから高台移転を検討し方針を決定してきたと認識している。 

 

【質疑：川渕委員】 

 この場で議論すべきことではないかもしれないが、より安全な方法を選ぶべきと考える。 

 下田地域には、保育所を利用する年代の子どもが約30人いると認識しているが、利用量調査や利用申

込結果では少ない数字となっている。休所が決定した中筋保育所と同様に、市街地の保育所に預けざる

を得ない状況があると感じており、下田保育所も休所となるのではないかとを危惧している。午後６時

半までの延長保育の実施といったサポートがあれば利用者数を確保できた可能性もあると考えるが、そ

ういった努力を行わずに現在の利用希望者数をもって休所する、という考え方は納得できない。保育所

の存続について再考していただきたい。 

 

【答弁：濱田子育て支援課長補佐】 

 先ほどの説明のとおり、２月17日に保護者への説明を予定しており、新年度においても保護者から意

見を聞く場を設けて、今後の在り方を協議していく。現時点で休所、閉所が決定しているわけではなく、

これから検討していくことをご理解いただきたい。 

 

【質疑：川渕委員】 

 確かに利用者が減ってきた場合、一方的に休所、閉所を決定するのではなく、地域と話し合うという

プロセスが採られると思うが、保護者との話し合いの中で高台移転の選択肢についても改めて検討され

るのか。 

 

【答弁：濱田子育て支援課長補佐】 

 政策会議における決定事項を保護者との協議における議題とする予定はない。 

 

【質疑：川渕委員】 

 ２月17日に保護者への最初の説明があり、その後もPTA総会等の場があると思う。保護者と地域の方

の意見を十分に聞き、意見を反映できるように検討をお願いしたい。 

 

※他に質疑なく終了。 

 

●次に、報告事項ウ「家庭から出る廃食用油の回収について」環境生活課から報告を受けた。 

【説明：山本環境生活課長】 

家庭から出る調理後の食用油や使用期限の過ぎた油等を回収する取組について報告させていただく。

近年、家庭等から出る廃食用油を回収し、SAF（持続可能な航空燃料）として活用する取組が全国各地で

行われており、本市でも同様の取組を始めることとなった。廃食用油は全国で年間約10万ｔが排出され、

その９割が廃棄されている現状があり、経済産業省において、2030年から航空燃料使用量に10％のSAF

混合を義務付ける方針が示され、政府が令和６年度に策定した「第５次循環型社会形成推進基本計画」

においても、廃食用油の回収促進とSAFの原料としての活用が掲げられている。 

回収事業の経過と進捗状況として、10月上旬に幡多５市町村の所管課への説明を行い、事業の意義と

必要性について理解と賛同を得ており、本市が主体となって事業を行い、課題等の情報提供を行うこと

とした。また、10月下旬に高知県環境対策課長を訪問し県下的な取組の推進を依頼したが、前向きな回
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答を得ることはできなかった。10月下旬から11月にかけては、日本航空株式会社高知支店と本社との協

議を行い、本市の取組への協力について了承を得たところである。回収事業の効果として、ごみの減量

化及びＣＯ₂の削減といった効果が見込まれるが、高知県の自治体として初の取組であり、事業効果は

未知数となっているが、回収した廃食油は、回収業者が買い取り、予算額も少額に収まることから、費

用対効果は大きいと考えている。参考として、市内の小中学校と保育所の給食における廃食用油は年間

約7,000ℓとなっている。 

今後の展望として、回収量を安定的に高めていくためには住民の協力が重要となり、利便性の高い回

収拠点の整備が欠かせないと考えている。現在、市役所本庁舎の正面玄関と西土佐総合支所に回収容器

を設置しているが、市内の量販店に対し、回収ボックス設置への協力を依頼する予定である。 

また、廃食用油の回収と合わせて使い捨てカイロの回収を始めており、今後は、コンタクトレンズの

空容器の回収にも取り組んでいきたいと考えている。 

 

【質疑：山崎委員】 

回収用に設置しているドラム缶について、固形物や廃食用油以外のものが入れられる可能性はないか。 

 

【答弁：山本環境生活課長】 

投入口に固形物をこす仕切りを付けており、多少の不純物については処理上問題ないことを確認して

いるが、動物性の油種は投入してはいけないと聞いている。植物性の油種のみ投入するよう、周知を徹

底していく。 

 

【質疑：川渕委員】 

 大きな効果が見込める取組であり、前向きに進めてほしい。高知県の所管課が前向きではない理由は

なぜか。 

 

【答弁：山本環境生活課長】 

 新しい事業を開始することに後ろ向きであると感じた。高知龍馬空港が所在する南国市へも説明に伺

ったが、前向きな回答は得られなかった。一方で、高知市からは庁内で検討するため資料を送ってほし

いとの回答があった。 

 

【質疑：川村委員】 

 日本航空と話をしたとのことだが、現在のSAFの製造コストは通常の航空燃料より高いと思われる。

燃料代の上昇が想定されるが、日本航空はどのような反応を示していたか。 

 

【答弁：山本環境生活課長】 

 今回の協議では製造コスト等の細かな話はしていない。今後事業を進めていく中で調整していく。 

 

【質疑：松浦委員】 

 本市は以前、全日空との交流があったが、日本航空と協議した理由はなぜか。 

 

【答弁：山本環境生活課長】 

 今回の事業を始めるにあたり、関係資料や報道内容を精査したところ、日本航空が積極的に取り組ん

でいることがわかったため、同社との協議を行った。 

 

【質疑：前田委員】 

 コンタクトレンズの空容器は回収後どのように活用されるのか。 

 

【答弁：山本環境生活課長】 

 ボールペン等のプラスチック製品の原材料として活用される。 

 

－ 小休 － 
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－ 正会 － 

 

※他に質疑なく終了。 

 

●次に、報告事項エ「出張診療所の休診について」西土佐診療所事務局から報告を受けた。 

【説明：稲田西土佐診療所事務局長】 

西土佐診療所には２名の医師が常勤で勤務しているが、うち１名が一昨年の11月に病気が発覚した。

現在は現場に復帰しているが、治療や経過観察のため宇和島市や関西地域の病院を受診しており、医師

の配置が１名となることがあることから、安定した診療体制を組むことができない状況となっている。

そのため、大宮、口屋内、奥屋内にある３つの出張診療所を休診し、送迎バスを運行して患者を西土佐

診療所まで送迎している。送迎バスは火曜日の午後に大宮方面、水曜日の午後に口屋内方面と奥屋内方

面へ運行しており、住民には西土佐地区内での放送、各出張診療所への貼り紙、１月20日に開催された

区長会での報告、各地区への回覧といった方法で周知している。 

 

※質疑なく終了。 

 

●次に、報告事項オ「小児科の開業支援について」健康推進課から報告を受けた。 

【説明：竹本健康推進課長】 

令和６年10月にさたけ小児科より令和７年３月末での閉院の意向を確認した際に、本市での開業を検

討している小児科医に関する情報を伺っていたところ、当該医師から本市に連絡があり、面談を実施し

た。11月の面談において、本市からは市民病院西棟１階の利活用案を提案し、医師から利活用の意向を

確認したことから、令和７年１月に市民病院西棟１階を現地確認し、建物の改修案を確認した。その後、

令和７年１月の政策会議において、開業支援を行う方針を決定した。 

幡多地域の小児科医療の現状として、かかりつけ医としての機能を担う一般小児医療施設として、本

市のこいけクリニック、さたけ小児科、土佐清水市のかずクリニック、渭南病院の４医療施設があるが、

幡多地域の小児科センター機能を担う幡多けんみん病院が一般小児医療施設機能の一部を担っている

現状がある。こいけクリニックにおいても医師が60歳以上となり、本市における小児医療提供の継続性

について考慮すべき状況となっている。さたけ小児科が閉院する令和７年度以降においては、ワクチン

接種や乳児健診の実施に係る負担が残った医療施設に集中し、専門医療の提供への影響も懸念されてお

り、幡多地域における小児医療の維持のため、一般小児科診療所の開業が不可欠な状況となっている。 

また、本市の保護者にとって身近なかかりつけ医の減少や通院距離の増加による負担増加、幡多けん

みん病院の負担増加による救急対応や専門外来業務への支障が考えられることから、市民病院西棟１階

の利活用を前提とした開業支援を行うこととなった。開業支援にあたっては、建物の改修工事及び建設

工事費、医療機器や備品等の償却資産の購入費について、補助率２分の１、補助上限額2,000万円の補助

を行うこととしており、令和７年12月の開業を目指したスケジュールとなっている。補助に係る財源と

しては、高知県人口減少対策総合交付金を活用する予定。また、新たに開業する小児科診療所は、市民

病院西棟１階の北側の使用を予定しているが、現在当該スペースを使用している幡多在宅歯科連携室及

び歯科保健センター幡多分室は西棟１階南側に移設されることとなる。 

 

【質疑：川村委員】 

小児科の対象となる子どもの保護者に対し、開業時期を案内できるのはいつ頃となるか。 

 

【答弁：竹本健康推進課長】 

 開業予定時期については、３月定例会開会日の説明において市民に公開される予定。 

 

【質疑：川村委員】 

 開業時期が確定する目途は立っているか。 

 

【答弁：竹本健康推進課長】 

現時点では令和７年12月開業予定としているが、実際の開業時期の案内については医師に確認中であ

る。 
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【質疑：川村委員】 

 難しい点もあると思うが、子育て支援課や学校教育課とも協力し、早めに案内できるようにお願いし

たい。さたけ小児科が３月末で閉院することで、多くの保護者が不安を抱えている。幡多けんみん病院

への通院は負担が大きく、開業予定時期の12月は感染症が増加する時期でもあるため、開業日が決まり

次第早めに案内し、小児科医療の選択肢を増やすことで少しでも負担軽減を図っていただきたい。 

 

【答弁：竹本健康推進課長】 

開業時期を早めに公表できるように医師と相談していく。 

 

【質疑：川渕委員】 

 市民病院内での開業支援とのことだが、市民病院の総合的な計画の中で市民病院に小児科を新設する

方針は検討したのか。 

 

【答弁：竹本健康推進課長】 

10月の面談時に市民病院の勤務医という形を提案させていただいたが、開業を希望されたため、今回

の形での支援となった。 

 

【答弁：金子市民病院事務局長】 

 市民病院で小児科を新設する場合、他の診療科と同様に医師の確保等が必要となり、実現が困難と考

えられることから、医師からの開業の意向を踏まえた支援を行い、本市の今後の小児科医療を支えてい

きたいと考えている。 

 

【質疑：松浦委員】 

市民病院の敷地内への小児科診療所の開業により、市民病院への波及効果もあると思う。小児科診療

所に対して賃借料は発生するのか。 

 

【答弁：金子市民病院事務局長】 

 市民病院の施設や駐車場を使用することとなるため、賃借料を算定し、納めていただく予定。 

 開業後の連携内容として、導入に多額の費用が必要となるレントゲン撮影等の検査への協力を考えて

いる。連携の具体的な仕組み作りについては、開業に向けて協議していく。 

 

－ 小休 － 

 

－ 正会 － 

 

【質疑：山崎委員】 

本市での開業にあたり、閉院するさたけ小児科の建物、設備を買い上げる案は検討したのか。また、

市民病院への具体的な波及効果はどのようなものか。 

 

【答弁：竹本健康推進課長】 

 さたけ小児科の設備等の活用については、市との面談より前に佐竹医師へ相談があったが、設備の老

朽化等を理由に断ったと聞いている。 

 

【答弁：金子市民病院事務局長】 

 建物を新規に建設する方法での開業も考えたようであるが、本市の出生者数も少なくなってきており、

初期費用を抑え安定的な経営を図るため、市民病院の空きスペースの活用について相談があった。西棟

１階の活用を通して、先ほど答弁した診療の中での連携と同時に、子どもを連れてくる親世代による利

用の契機としたいと考えている。 

 

※他に質疑なく終了。 
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●次に、報告事項カ「市民病院の経営状況について」市民病院事務局から報告を受けた。 

【説明：金子市民病院事務局長】 

入院患者数と外来患者数については、令和４年度と令和５年度と同程度で推移しており、令和７年１

月は発熱外来への患者数と同時に入院患者数も多くなっている。令和６年度の決算見込として、１日平

均の入院患者数が43人、外来患者数が152人と見込んでいる。救急車で受け入れた患者数が413人、初診

患者数が約4,500人、透析患者数が約5,300人、手術室の利用件数は前年度から若干増加して261件となっ

ている。救急車の患者数と手術室の利用件数については、幡多地域では幡多けんみん病院、渭南病院に

次いで３番目に相当する数となっている。 

地域別の患者数は、中村地域の方が外来で67.5％、入院で62％を占めているが、黒潮町の方が外来で

20.7％、入院で23.1％と続いており、他の自治体からの方も一定数診療している。 

救急車による搬送患者を診療時間内であるか否かで集計したところ、令和５年度は428件の内、診療

時間内が262件、時間外が166件の受入となっており、時間外の受付のうち、66件が入院となっている。 

令和６年度の決算見込として、入院、外来患者数から収入を見込み、職員給与と材料の状況から計算

した純損益は、約２億3,000千万円余りの赤字を見込んでおり、３月定例会において提案予定の令和７

年度当初予算においても約２億円の赤字が見込まれる大変厳しい経営状況となっている。全国の公立病

院においても、新型コロナウイルス感染症に関係する交付金があった令和４年度においては赤字病院の

割合が全体の34％であったところ、交付金が終了した令和５年度には全体の70％が赤字となっており、

全国的にも厳しい経営状況となっている。 

今後の幡多地域の人口推移と医療需要の見込みとして、後期高齢者は2035年頃まで増加し、2040年頃

から減少していくと見込まれており、若年層の人口は一貫して減少が見込まれている。医療需要につい

ても同様の傾向が見込まれているが、生産年齢人口及び前期高齢者の減少が大きく、全年齢での合計数

では減少傾向と見込まれている。 

病院の決算額は赤字傾向が続いているが、近年は入院患者数及び外来患者数の減少を新型コロナウイ

ルス感染症に関する交付金が補填していたことで、純損失が黒字となった年度もあったが、令和５年度

は１億5,000万円余りの赤字となった。 

資金繰りの状況として、令和６年５月に令和５年度から借りていた２億円を一旦返済したが、７月と

12月に各１億円の一時借り入れを行っており、厳しい状況が続いている。今後の見込みとして、令和７

年２月下旬から３月初旬頃に運転資金として5,000万円を借り入れる可能性があり、３月補正予算にお

いて、一般会計から３億円、５年間の長期借り入れを検討している。 

経営健全化に関する取組として、職場会や経営改善委員会、診療報酬に係る加算取得に関する取組を

継続していくほか、経営コンサルタントとして、企画広報課の中CIO補佐官を講師とした職員研修の実

施や、訪問診療の実施に向けた準備を進めている。また、令和７年４月に地域医療連携法人が設立され

るため、参加病院と連携して材料のコストカットや人材育成に取り組んでいく。 

 

【質疑：山崎委員】 

人件費について、民間病院と比較して看護師の待遇が良くないと聞いている。看護師の待遇改善につ

いても検討しているか。 

 

【答弁：金子市民病院事務局長】 

地域医療連携法人において、参加病院の事務局長等と話す機会があるが、人材確保については、共通

した課題として認識している。市民病院において職員採用試験を実施しているが、募集人数に達する応

募が無く、大変厳しい状況である。民間病院も人材確保に苦慮しており、地域医療連携法人内で連携し

た取組について様々な検討を行っている。 

 

※他に質疑なく終了。 

 

●次に、報告事項キ「四万十市病院事業会計における所得税の不納付に係る不納付加算税及び延滞税の

決定と納付について」市民病院事務局から報告を受けた。 

【説明：金子市民病院事務局長】 

令和６年９月24日から９月26日にかけて、高知税務署特別国税調査源泉部門による立入調査において、



9 

 

所得税の不納付に関する指摘があったことを令和６年12月13日の教育民生常任委員会において報告し

たが、今回、不納付加算税及び延滞税の金額が決定し、納付を行ったことを報告する。 

令和６年12月27日に不納付加算税及び延滞金の賦課決定通知書及び納付通知書を受領し、地方自治法

第180条第１項の規定に基づき、令和７年１月８日付けの専決処分として損害賠償の額を不納付加算税

50,000円、延滞税7,500円として決定し、１月９日に中村税務署へ納付を行った。 

 

※質疑なく終了。 

 

 

●次に、報告事項ク「第３期四万十市教育振興基本計画の策定について」学校教育課から報告を受けた。 

【説明：岡本学校教育課長】 

教育振興基本計画は、教育基本法第17条第２項において地方公共団体に対して策定の努力義務が課さ

れたものであるが、令和２年３月に策定した第２期四万十市教育振興基本計画が令和６年度をもって満

了するため、令和７年度からの第３期計画を策定した。 

計画期間は、国及び高知県の教育振興計画との整合性を図るため、令和７年度から令和10年度までの

４年間としている。策定にあたっては、令和６年７月の定例教育委員会に計画の基本理念と基本目標、

素案を示し、委員から様々な意見をいただいた。また、令和６年８月に開催した四万十市こどもサミッ

トの意見や、１月10日から１月27日まで実施したパブリックコメントの意見を反映し、２月５日の定例

教育委員会において最終案について説明し、承認を受けた。 

 計画書表紙の教育振興基本計画の下に四万十市教育大綱と記載しているが、教育大綱は教育委員会と

協議のうえ、教育振興基本計画をもって代えることを判断した場合、教育大綱の策定が不要となること

から、今回は教育振興基本計画のとおりとしている。 

 計画の基本理念として、「自分の良さや可能性を信じ、未来に向けて、学び続ける人材の創造」、「多様

性を認め合い、他者と協働し、互いを高め合える人材の創造」、「ふるさとを愛し、広い視野を持って、

地域社会に貢献できる人材の創造」の３つを策定しており、基本目標として、「豊かな人間性と生き抜く

力を備えた人材の育成」、「地域の誇りとなる地域文化の継承」、「誰しもが親しめる生涯学習・スポーツ

環境の充実」の３つを定めている。また、基本目標に関する施策の柱を７項目、施策を29項目定めてい

る。第３期計画から新たな施策の柱として「教育を支える環境整備」が追加されており、「教職員の働き

方改革の推進」を位置付けている。その他、施策の柱「地域文化の振興」に、今年度からの生涯学習課

の取組を踏まえて「市史の編さん」を追加している。 

 計画書には、子どもの学力の状況として全国学力・学習状況調査について掲載しており、総合的に全

国平均以上との結果が続いている。第２期計画においては、小学校は全国上位を目指し、中学校は全国

平均を維持しつつ、さらに上位を目指すこととしていたが、第３期計画においては、学力の二極化の傾

向を踏まえ、学力層分布における正答率が低い層の減少と、思考・判断・表現に関する問題の正答率上

昇を到達目標として設定しており、全体的な学力の引き上げを図っていく。 

 

【質疑：山崎委員】 

 先日しまんとぴあで開催された「ふるさと発見！四万十の子ども研究発表会」を初めて見に行ったが

非常に良かった。関係者の方にもその旨を伝えてほしい。 

 

【答弁：岡本学校教育課長】 

「ふるさと発見！四万十の子ども研究発表会」は中村開府550周年を記念して始まり、今回が５回目

の開催であった。委員からの感想については、各学校に伝えさせていただく。 

 

【質疑：川渕委員】 

 第３期計画は本日初めて当委員会に示されたが、当委員会の意見が計画の内容に反映されるのか。 

 

【答弁：岡本学校教育課長】 

当計画は教育委員会において決定・承認され、教育長の承認を受けていることから、内容の変更は難

しい。 
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【質疑：川渕委員】 

そうなると少し言いづらいが、働き方改革の推進が計画に加わったことは喜ばしいと思うが、到達目

標として、１月あたりの時間外在校時間が45時間未満の教職員の割合を現状の53％から令和10年度末ま

でに60％以上とすると定めているが、目標値として適切なのか疑問を感じざるを得ない。過労死ライン

と言われる80時間以上の時間外勤務に関する記載が無いが、これをゼロにするような目標を設定して取

り組まないと働き方改革は進まないのではないかと思う。計画の内容は変更できないということだが、

時間外在校時間が45時間未満の教職員の割合を目標値である60％に留まらず100％を目指すつもりで目

標を高く持って計画を進めてほしい。 

 

【答弁：岡本学校教育課長】 

 働き方改革に関する取組については、市及び県の教育委員会においても、一層の推進が必要であると

認識している。60％以上との目標値を設定しているが、より高い割合を目指して取り組んでいきたいと

考えている。 

 

【質疑：宮﨑議長】 

 四万十市教育振興基本計画の基本理念は幡多６市町村で同じ内容なのか、それとも各自治体で独自に

定めるものなのか教えていただきたい。 

 

【答弁：岡本学校教育課長】 

 基本理念は市独自に定めている。 

 

【質疑：宮﨑議長】 

 基本理念が市独自のものであれば、平成27年９月定例会における安岡議員の一般質問において、当時

の教育長が「平成26年の無償措置法の改正により、高知県が設定したエリア内で同一の教科書を使用す

る」と答弁している。市が独自に定めた基本理念に基づく教育を進めていくのであれば、今後、教科書

の共同採択は必要ないとする方向に進んでいくのか。市独自の教育方針を定めるのであれば、採択する

教科書の内容についても特色があることから、周辺市町村と歩調を合わせる必要はないと考えるがどう

か。 

 

【答弁:岡本学校教育課長】 

 教科書は学校教育に関する分野であり、教育振興基本計画は生涯学習に関する分野も含めた内容とな

っており、幡多６市町村が全て歩調を合わせることは難しいと考えている。 

 

【質疑：宮﨑議長】 

 計画の細かい部分は各市町村で異なることはあり得るが、基本理念は学校教育及び生涯学習における

原点となる部分である。ベースが異なっているにも関わらず枝葉になる部分は一緒にやっていくことに

違和感がある。この場で結論を出して答える必要はないが、教育委員の皆さんには、教科書の採択方法

等についても議論してほしい。四万十市は子どもの教育と生涯学習をこのように進めていく、という計

画を策定し、市の基本計画にも反映していくのであれば、自治体独自でやっていくべきと思う。足並み

を揃えた部分と市独自の部分が混在している状況について、教育委員会で協議した結果、国と県の方針

に合わせていくと判断したのであればそれで構わないが、そういった議論を行わずに計画を策定して文

科省から県に通達されたエリアごとに教科書を採択するということであれば、何のための四万十市独自

の教育方針か分からない。今後はこれらの点についても議論してほしい。 

 

【答弁：岡本学校教育課長】 

 今回の計画策定においては、高知県と高知県教育委員会が策定した令和６年度から４年間の計画を参

考として多様性や他者との協働に関する項目を盛り込んでいる。今後は宮﨑議長が話された観点も踏ま

えて、教育委員から意見を伺うこととしたい。 

 

【質疑：寺尾委員外議員】 

 先ほど川渕委員から教員の働き方改革に関する質疑があったが、教員の適正な配置ができない理由の
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一つとして、限られた教員数に対して学校数が多いことも考えられる。高知県からは学校再編の推進に

関する連絡はあるのか。 

 

【答弁：岡本学校教育課長】 

 高知県教育委員会からは学校再編に関する連絡はない。 

 

【質疑：寺尾委員外議員】 

 計画書48ページにおいて、子どもたちにとってより良い教育環境の整備を進めるとしているが、小学

校の再編については地域への影響を考慮して実施時期が定まっていない。当該ページの内容の検討にお

いて、教育委員会ではどのような話し合いがあったのか。 

 

【答弁：岡本学校教育課長】 

 学校再編については、第２期計画とほぼ同じ内容となっている。小学校の現状として、教育長が市議

会で答弁してきたように、児童数の減少から複式学級が増加しており、再編は避けられない状況となっ

ている。複式学級にはメリットとデメリットがあるが、小規模校の児童数の減少が進行しており、再編

を進めていく必要があることから、地域への説明責任を果たしながら進めていきたい。 

 

※他に質疑なく終了。 

 

●次に、報告事項ケ「中学校部活動の地域連携について」学校教育課から報告を受けた。 

【説明：岡本学校教育課長】 

中学校の部活動は、多様な学びの場としての教育的意義を有しており、学校教育の一環として行われ

ているが、少子化の進行や教員の業務負担が問題となっている社会情勢から、従来の方法での部活動の

存続が困難となっていることが全国的な問題となっている。また、学校の働き方改革を進めていく必要

もあることから、一層厳しい状況が見込まれている。こういった状況を受けて、国は部活動を学校単位

の取組から地域単位の取組とし、地域連携（地域移行、地域展開）の方針を打ち出している。 

四万十市の状況として、他校との合同チームを編成して活動しているものがあり、令和６年度は野球、

サッカー、バレーボールにおいて合同チームが編成されている。合同チームへの参加校は、野球は中村

西中学校と西土佐中学校と三原中学校の３校、サッカーは中村西中学校と県立中村中学校の２校、バレ

ーボールは西土佐中学校と大方中学校の２校。その他の事例としては、ソフトテニスにおいて、「S×CREW」

というクラブへの地域移行が行われている。また、四万十市立中村中学校を拠点校とする部活動として、

男子バレーボールが中村西中学校と片島中学校と清水中学校と活動している。拠点校部活動のメリット

として、通学している学校に希望する部活動が無い場合も拠点校において希望する部活動に参加可能と

なること、校区内の学校に希望する部活動が無い場合に校区外への進学の必要がなくなったこと、拠点

校の顧問１名での活動が可能となることや、参加校間での業務の分担等により、教員の働き方改革につ

ながることの３点が挙げられる。 

令和７年度からは拠点校部活動に関する取組を広げていくこととしており、令和７年４月から四万十

市立中村中学校を拠点校とする部活動に相撲、剣道、柔道を加えることとしており、令和７年秋頃の新

チーム編成時から野球とサッカーが加わる予定である。拠点校と参加校間の移動手段として、バスの運

行を予定している。また、西土佐中学校における拠点校部活動の導入について、教育委員会、西土佐中

学校、同校野球部の保護者の三者による協議を行い、四万十町の十川中学校野球部との拠点校部活動を

令和７年秋頃から導入する方針を決定している。四万十町教育委員会においては、２月末までに方向性

を決定する予定である。 

 

※質疑なく終了。 

 

■次に、事務局から事務連絡を行った。 

 

 ― 小休 ― 

 ○住民と議会との懇談会におけるその他の意見について 

 ― 正会 ― 
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■委員長報告の作成を正副委員長に一任し、委員会を終了した。 


